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３．電力需給に係る対応について

年度 夏季 冬季

２０１１
・電気使用制限令（電事法27条）※

⇒東北及び東京電力管内（▲15％）
・数値目標付き節電要請※

⇒ 関西電力管内（▲10％）

・数値目標付き節電要請※

⇒関西電力管内（▲10％）、九州電力管内（▲5％）

２０１２
・数値目標付き節電要請※

⇒北海道電力管内(▲7%)、関西及び九州電力管内
(▲10%)、四国電力管内(▲5%)

・数値目標付き節電要請※

⇒北海道電力管内（▲7％）

２０１３ ・数値目標のない節電要請（９電力管内） ・数値目標付き節電要請※

⇒北海道電力管内（▲６％）

２０１４ ・数値目標のない節電要請（９電力管内） ・数値目標のない節電要請（９電力管内）

２０１５ ・数値目標のない節電要請（９電力管内） ・数値目標のない節電要請（９電力管内）

２０１６ ・節電要請なし
※従来同様に需給ひっ迫時に備えた対策を講じている。

・節電要請なし
※従来同様に需給ひっ迫時に備えた対策を講じている。

２０１７ ・節電要請なし
※従来同様に需給ひっ迫時に備えた対策を講じている。

・節電要請なし
※従来同様に需給ひっ迫時に備えた対応を講じている。

※数値目標付きの地域以外は、全国的に「数値目標のない節電要請」を実施。沖縄を除く
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 今夏の需給は安定すると言える蓋然性があることから、昨冬に引き続き、国として特別の節電要請は
実施しない方針とする。










